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2022 年 6 月 10 日 
本ガイドの目的 

保険者は、国際財務報告基準（IFRS）第17号を、2023年1月1日以後に開始する事業年度からの適用が要

求されています。 

本ガイドは、監査委員会が、IFRS第17号の効果的な適用に関する責任を果たすことを支援するために作成

されました。監査委員会のメンバーが、IFRS第17号の適用に必要とされる主要な判断に関連する経営者の

評価（assessment）を検証（evaluate）し、異議を唱える際に役立てることが意図されています。 

本ガイドは主に、保険会社または重要な保険業務を行っている企業グループの監査委員会のメンバーを対

象としています。IFRS第17号の適用は、こうした企業の財務諸表に広く影響を及ぼすと見込まれます。しか

し、IFRS第17号は、保険契約およびIFRS第17号の範囲に含まれるその他の契約を発行するすべての企業

に適用されます。本ガイドは、GPPC（Global Public Policy Committee）が作成したIFRS第17号の関連文

書（Viewpoint で入手可能）と併用することができます。このガイドは、主要な判断や会計方針の選択につい

て、より包括的な要約を提供しています。 

保険者は、IFRS第17号とIFRS第9号を同時に適用する際に、保険契約から生じる負債を賄うために保有す

る金融資産の会計処理の変更を行う可能性があります。このような変更は、多くの保険者の財務諸表に重

大な変更をもたらします。なお、Viewpointで包括的なリソースが入手可能であることから、本ガイドはIFRS
第9号を考慮していません。 
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1. IFRS第17号の内容 

2017年に公表されたIFRS第17号は、保険契約に関する新しい会計上の要求事項を規定しています。IFRS第
17号は、保険契約の測定について市場整合的なアプローチを要求しており、保険者が契約の存続期間にわたり

発生すると見込んでいる予想キャッシュ・フローを確率加重した期待現在価値、リスク調整、および契約からの未

稼得利益を表す構成要素の合計から構成されます。このアプローチは、貸借対照表において保険契約を現在価

値で測定すること（保険契約に含まれる金利保証や金融オプションの現在価値を反映させることを含む）を意味

します。 

IFRS第17号は広範な影響を及ぼす 

IFRS第17号は、財務諸表の作成者、ガバナンス責任者（監査委員会など）、投資家、規制当局および監査人を

含む（がこれらに限定しない）多くの利害関係者に広範な影響を及ぼします。 

IFRS第17号は広範な見積りの使用を要求する 

IFRS第17号は、企業に対し、契約の履行に従って発生するキャッシュ・フローの見積りおよび非金融リスクに係

るリスク調整の見積りを用いて、保険契約を測定することを要求しています。その測定には、貨幣の時間価値お

よび金融リスクを決定するための重大な見積りが含まれる場合もあります。 

IFRS第17号は、判断の適用および将来に関する仮定の使用を要求している 

これらの見積りの決定は、企業に対し、重大な判断の適用および仮定の使用を要求しています。このような判断

および仮定は、財務諸表で認識される金額に重大な影響を及ぼす可能性があります。企業は、IFRS第17号の

適用の際に行った重大な判断（特に使用したインプット、仮定および見積技法）および判断の変更に関する開示

が要求されます。 

IFRS第17号は会計方針の選択を認めている 

いくつかの場合に、IFRS第17号は、企業に会計方針の選択を認めています。その例としては、例えば、金融保

証契約のような一定の取引に適用される要求事項、IFRS第17号の要求事項内で適用される会計処理（例えば、

保険金融収益および費用の取扱い、および割引率の変動を当期における純損益ではなくその他の包括利益に

計上するかどうか）が挙げられます。選択した会計方針は、多くの場合において、IFRS第4号を適用する既存の

会計処理を反映する形でなされるものと見込まれます。しかし、企業は、選択肢がある場合には、どの会計方針

を適用すべきかを検討する必要があります。 

IFRS第17号はグループ全体で統一された会計方針を要求している 

最後に、IFRS第17号によって導入される根本的な変更は、企業に対し、連結グループ全体を通じて首尾一貫し

た会計方針の適用を要求していることです。多くの地域で事業を行う企業は、保険契約のすべてについて、統一

的な会計方針を適用する必要があります。 

2. IFRS第17号適用の影響 

IFRS第17号が財務諸表に与える影響は発行した保険商品によって異なる 

IFRS第17号が財務諸表に与える影響は、過去にIFRS第4号に基づいて適用していた会計方針と比較して、

IFRS第17号の適用における会計方針がどのように異なるかに依存します。同一の保険商品でも既存の会計方

針にはかなりのばらつきがあり、また、企業は多様な保険商品を発行しているため、IFRS第17号が企業の財務

諸表に与える影響は同じ法域でも企業ごとに異なります。 

これらの影響は、企業が発行する保険商品、ならびにIFRS第17号の要求事項が保険契約について企業が現在

適用している会計方針とどの程度異なっているかに依存します。さらに、IFRS第17号は、多くの会計方針の選

択を認めており、IFRS第17号の適用による影響は、企業が行った選択によります。 

一部の保険商品、特に多くの損害保険契約については比較的変化が少ないと見込まれます。しかし、企業は、

IFRS第17号における会計モデルの適格要件を注意深く検討し、生じる違いについて理解する必要があります。

他の商品についてはより大きな違いが生じます。 
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IFRS第17号で規定されている測定モデル 

IFRS第17号は、企業が財政状態計算書において保険契約をどのように測定すべきか、また、企業が財務業績

計算書において保険契約の測定の変動をどのように報告すべきかを規定しています。さらに、IFRS第17号は、

保有する再保険契約および発行した裁量権付有配当投資契約にも適用されます。 

発行した保険契約について、IFRS第17号には以下の3つの測定モデルが定められています。 

● 一般的な測定モデル：このモデルは、保険契約グループを、確率加重した期待値（履行キャッシュ・フロ

ー）、リスク調整、および契約に残存する未稼得利益（契約上のサービス・マージン）に基づいて測定する

ことを要求している。 

● 保険料配分アプローチ：このモデルは、受け取った保険料を参照して残存カバーに係る負債を測定する

ことにより、保険契約グループの1つの構成要素の測定を単純化している。発生保険金に係る負債は、

一般的な測定モデルと同じ基礎で測定される。より単純な保険契約に保険料配分アプローチを適用する

場合、かなり少ないコストで、一般的な測定モデルを適用する場合と同様の結果となることが期待される。 

● 変動手数料アプローチ：主に投資管理契約からなる契約の測定アプローチである。このアプローチは、

保険契約グループを一般的な測定モデルと同様の方法で測定することを要求している。しかし、未稼得

利益は、保険契約の基礎となる資産に係る投資リターンを通じて企業が稼得した手数料を反映するよう

に調整される。 

保有する再保険契約には、一般的な測定モデルおよび保険料配分アプローチを修正したものが適用されます。 

IFRS第17号の測定モデルの適用は、財務諸表利用者に対し、契約を履行するために企業が見込んでいるキャ

ッシュ・フローに関する企業の仮定、およびその結果として生じる契約に残存する未稼得利益に及ぼす影響に関

する最新の情報を提供します。当初認識時またはその後の測定において保険契約が不利である場合、その影

響は当期の純損益に計上されます。 

業績に関する情報 

IFRS第17号は、企業に保険契約収益、保険サービス費用ならびに保険金融収益および費用を認識することを

要求しています。 

● 保険契約収益は、契約に基づいて提供されるサービスと交換に、企業が権利を得ると見込んでいる対価

を表しており、現在認識している保険料収入とは異なる可能性が高い。それは、当期に純損益で認識し

た契約上のサービスマージンの金額および当期に発生した保険費用の金額をカバーする対価を表す。

投資要素を有する多くの保険契約には、預り金要素（すなわち、保険契約者が払い込んだ金額であり、

たとえ保険事故が発生しない場合でも保険者から払い戻される金額）が含まれる。預り金要素は純損益

から除外される（すなわち、預り金の回収は収益ではなく、また、その預り金の払戻しは費用ではない）。 

● 保険サービス費用は、発生保険金を含む当期のサービス提供で発生した費用を反映しており、預り金要

素の払戻しを除かれる。 

● 保険金融収益および費用は、通常、保険契約者が保険料を事前に支払い、その後においてのみ給付を

受け取るということを反映しており、そのような給付に関連する時の経過と金融リスクを表す。変動手数

料アプローチでは、基礎となる投資資産の変動の影響を表す。 

● 直接連動有配当保険契約以外の保険契約についての、将来のサービスに関連する仮定の変更は、当

初認識時に決定された割引率を用いて、未稼得利益で調整される。 
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3. 主要な判断 

本セクションでは、IFRS第17号を適用する際に要求される主要な判断について説明します。監査委員会は、主

要な判断のうちどれが企業にとって最も重要であり、財務諸表に最も重大な影響を与えるかを理解する必要が

あります。 

IFRS第17号の要求事項 主要な判断 コメント 

契約がIFRS第17号の範囲に含ま

れるかどうか 
  

IFRS第17号は、（特定の適用範

囲の例外の対象ではない）すべて

の保険契約に適用されます。 

保険契約は、不確実な将来事象

が保険契約者に不利な影響を与

えた場合、保険契約者に対して補

償することに同意することにより、

重大な保険リスクを引き受ける契

約と定義されています。この評価

を行うにあたり、法律または規制

により生じる権利および義務を含

むすべての実質的な権利および

義務が契約ごとに検討されます。 

 

契約が保険リスクを移転するかど

うか（すなわち、企業が現在価値

に基づく損失の可能性を有する経

済的実質を有するシナリオが存在

する場合）、および、引き受けた保

険リスクが重大かどうかを評価す

るために判断が要求される可能性

があります。保険リスクの重大性

は、契約ごとに評価されます。 

この該当する会計基準の決定は、

財務諸表で報告される情報に根

本的な影響を与える可能性があり

ます。 

多くの保険者にとって、取引が保

険契約であるかどうかを決定する

ために、ほとんど判断は必要とし

ません。さらに、いくつかのタイプ

の契約（例えば、IFRS第15号また

は保険料配分アプローチのいず

れかを適用して会計処理する顧客

との契約）については、会計上の

差異は開示に限定される可能性

があります。 

しかし、これらの判断は、銀行が

発行するものと類似する保証また

は商品を発行している保険者にと

っては、より重大な影響が生じ、適

用はより困難となる可能性があり

ます。特に、一部の状況において

は、保険リスクと信用リスクの区別

が難しくなる可能性があります。 

会計処理単位の識別 

IFRS第17号における会計処理の単位は、保険契約グループです。IFRS第17号の適用に際して、経営者は、

保険契約の構成要素を分離する必要があるかどうか、契約を結合する必要があるかどうか、そして集約レベル

を識別する必要があります。 

契約の識別方法：分離と結合   

IFRS第17号は、保険以外の構成

要素の一部を保険契約から分離

し、それらの構成要素に別の

IFRS基準を適用して会計処理す

ることを企業に要求しています。 

IFRS第17号は、複数の保険カバ

ーを分離しませんが、保険契約の

法的形態が実態を反映しておら

ず、分離が必要になる状況が存在

する可能性があります。 

また、同一の相手方（または、関

連している相手方）との一組のま

保険契約を結合すべきか、または

別個の構成要素に分離すべきか

を評価する際には、判断が必要と

なる可能性があります。 

IFRS第17号は、構成要素につい

て最小限の分離を要求していま

す。一般的に、IFRS第17号の会

計基準は、法律上の契約と同じに

なる会計上の契約に適用され、分

離すべき構成要素は明確に識別

できる可能性が高いです。 

同様に、契約を結合するための要

求事項は、限られた状況において

適用が見込まれます。 
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たは一連の保険契約が、1つの全

体的な商業的効果を達成するよう

に設計されているため、一組のま

たは一連の保険契約を結合して、

単一の契約として測定すべき場合

の要求事項をIFRS第17号は規定

しています。 

集約レベル   

集約レベルは、保険契約の測定

の重要な側面です。なぜなら、集

約レベルが、測定および報告目的

のために個々の契約がどのように

グループに分けられるかを決定す

るからです。契約は、リスクやその

管理方法、予想される収益性およ

び発行日に基づいてグループに

配分しなければなりません。 

当初認識時に、企業は、保険契約

ポートフォリオを識別しなければな

りません。保険契約ポートフォリオ

は、類似したリスクに晒され、一括

して管理されている保険契約と定

義されます。一般に、異なる商品

ラインに属する契約は、類似したリ

スクを有していないと見込まれま

す。 

ポートフォリオは、さらに、当初認

識時に次の保険契約グループに

分割しなければなりません。 

● 不利である契約のグループ

（もしあれば） 

● 収益性があり、その後に不

利となる可能性が大きくな

い契約のグループ（もしあ

れば） 

● 残りの契約のグループ（もし

あれば） 

企業は、グループをさらに細分化

することが認められていますが、1
つのグループには発行の時点が1
年超離れていない契約のみを含

めることができます（企業がEUカ

ーブアウト規則を適用する場合を

除く）。 

以下を決定する際に判断が必要と

なる可能性があります。 

● 契約に類似したリスクがあ

り、一括して管理されている

かどうか 

● 契約が不利であると見込ま

れるかどうか、不利となる著

しい可能性がないかどうか

等、当初認識時における契

約の収益性の見通し 

● グループをさらに細分化す

るかどうか 

集約レベルの判定は、不利な契約

について損失が計上される範囲に

影響を与えます。不利になった契

約が収益性の高い契約グループ

に含まれている場合、損失は他の

契約の未稼得利益と相殺されるた

め、ただちに損益計算書に認識さ

れません。このように集約レベル

は、保険契約に関する情報の透

明性についての主要な判断になり

ます。 
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適用すべき会計モデルの決定 

IFRS第17号は、特定の要件が満たされた場合に変動手数料アプローチ（Variable Fee Approach、VFA）を適

用することを企業に要求しており、また、特定の要件が満たされた場合に保険料配分アプローチ（Premium 
Allocation Approach、PAA）を適用することを認めています。 

PAAの適格性   

開始時に以下の場合に、グループ

はPAAの適用要件を満たします。 

● 企業の各契約のカバー期

間（すなわち、企業が保険

契約サービスを提供する期

間）が1年以内である。 

● PAAを用いたグループの残

存カバーに係る負債の測定

が、一般的な測定モデル

（General Measurement 
Model、GMM）またはVFA
を適用した場合の測定と重

要性のある差異がないと企

業が合理的に予想してい

る。 

PAAに基づく残存カバーに係る負

債が、GMMまたはVFAに基づき

決定される残存カバーに係る負債

との間に重要性のある差異が認

められるかどうかを検討することに

より、保険契約がPAAに適格かど

うかを決定する場合に、判断が必

要となる可能性があります。 

PAAは、適切な契約に適用するこ

とを条件として、GMMの合理的な

代用としての測定となるアプロー

チになるように設計されたGMMに

対する例外アプローチです。PAA
を他の契約に適用することは、本

来であれば報告されるはずの状

況の変化に関する情報が失われ

る可能性があります。 

例えば、将来キャッシュ・フローの

見積りに変更がある場合、これは

GMMを適用した測定には反映さ

れますが、PAAの測定には反映さ

れません。場合によっては、これら

の見積りの変更により不利な契約

が認識される可能性があります。

PAAにおいて、企業は、不利な契約

を識別しない可能性があります。

なぜなら、事実および状況が、契約

が不利であることを示す場合にの

み評価する必要があるからです。 

PAAを適用する意図を有する保険

契約のカバー期間が12か月を超

える契約を発行する保険者は、適

格性に関する判断を慎重に検討

する必要があります。 

VFAの適格性   

直接連動有配当保険契約は、

VFAを適用することにより会計処

理されます。 

直接連動有配当保険契約は、開

始時に、以下のすべての要件を満

たす保険契約と定義されます。 

A 契約条件で、基礎となる項目

の明確に識別されたプール

に対する持分に保険契約者

が参加する旨を定めている。 

B 企業が保険契約者に対して

基礎となる項目に対する公

正価値リターンの相当な持

分に等しい金額を支払うと予

想している。 

C 保険契約者に支払う金額の

変動の相当な部分が、基礎

直接連動有配当保険契約の要件

を満たしているかどうかに基づい

て、保険契約がVFAモデルの適用

に適格かどうかを判定する際、判

断が必要となる可能性がありま

す。特に、要件BおよびCにおける

「相当」の解釈には、重大な判断を

伴う可能性があります。 

VFAは、保険者が基礎となる項目

から稼得することを見込んでいる

金額を、サービスの変動手数料の

一部として取り扱う会計アプロー

チです。VFAの適格要件は、実質

的に投資管理サービス契約であ

る契約にのみVFAアプローチを適

用することを確保するよう設計さ

れています。投資管理サービス契

約以外の契約にVFAを適用するこ

とは、保険契約負債と企業が当該

負債を返還するために保有する資

産との間の差額の変動について

の透明性を失うことになります。 

企業は、特に、VFAが重大な保証

を約束する契約、または企業が保

険契約者へのリターンの基礎につ

いて重大な裁量を有する可能性
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となる項目の公正価値の変

動に応じて変動すると企業

が予想している。 

のある契約を発行する場合に、

VFAの適格性を決定するために

判断が必要になることに留意すべ

きです。 

保険獲得キャッシュ・フローの取扱い   

適用する会計モデルにかかわら

ず、企業は、保険獲得キャッシュ・

フローの会計処理を検討する必要

があります。 

企業が保険獲得キャッシュ・フロー

を費用として認識することを選択

する場合を除き、企業は、保険契

約グループに直接起因する保険

獲得キャッシュ・フローを当該グル

ープに、および当該グループの中

の保険契約の更新から生じると見

込まれる保険契約を含むグルー

プに配分します。配分は規則的か

つ合理的な方法に従わなければ

ならず、使用する配分方法へのイ

ンプットを決定する仮定の変更を

反映するために、各報告期間の末

日に修正しなければなりません。 

各保険契約グループに関連する

保険獲得キャッシュ・フローに係る

資産は、各報告日に認識し、減損

の評価を行わなければなりませ

ん。 

保険獲得キャッシュ・フローが、契

約グループおよびグループの中の

保険契約の更新から生じると見込

まれる保険契約に対して、直接起

因するかどうかを決定する際に

は、判断が必要となる可能性があ

ります。 

また、保険獲得キャッシュ・フロー

に係る資産が減損しているか否

か、または減損が戻入れされたか

否かを決定する際にも判断が必要

となります。 

保険獲得キャッシュ・フローの減損

テストは、次の2つのステップで行

うことが要求されています。最初の

ステップは、契約グループに適用

され、保険契約グループに関連す

る保険契約獲得キャッシュ・フロー

に係る資産のすべてが、当該グル

ープの期待正味キャッシュ・インフ

ローの総額から回収可能であるか

どうかを検討します。2番目のステ

ップは、予想される更新契約に配

分された保険契約獲得キャッシュ・

フローに適用されます。 

資産が減損しているかどうかを含

め、保険獲得キャッシュ・フローに

係る資産の決定は、当該契約グ

ループについて各期に認識される

純損益に影響を与えます。 

この決定は、契約を更新すること

を期待して、新規顧客の獲得に相

当の獲得費用を支払う保険者にと

って、特に判断を要します。 

GMMの適用 

GMMにおいて、企業は、リスク調整後の確率加重割引キャッシュ・フローモデルを用いて保険契約を測定しま

す。この測定には、数理的に決定される割引将来キャッシュ・フロー（履行キャッシュ・フローと呼ばれる）のリス

ク調整後の見積り、および契約上のサービス・マージン（CSM）が含まれます。IFRS第17号は詳細な要求事項

に従い、履行キャッシュ・フローの変動が純損益、その他の包括利益またはCSMのいずれに認識されるかを規

定しています。 

将来キャッシュ・フローの見積り   

IFRS第17号は、保険契約の測定

に、契約の境界線内のキャッシュ・

フローを含めるよう定めています。

キャッシュ・フローの評価は、各報

告期間の末日に更新されます。 

 

契約の境界線（すなわち、会計処

理の目的上、どのキャッシュ・フロ

ーが既存契約に関連し、どのキャ

ッシュ・フローが将来の契約に関

連するのか）を評価するために判

断が必要になる可能性がありま

す。また、どの費用が保険契約の

測定に含まれるかを含め、キャッ

シュ・フローの適切性と網羅性を

評価するために判断が必要になる

可能性があります。 

契約の境界線を含む保険契約の

測定に含まれるキャッシュ・フロー

の判定は、保険契約負債の測定

および各会計期間において認識さ

れる利益の決定において基礎とな

るインプットです。 

契約の境界線の判定は、保証さ

れた保険に関連する規制上の要

求事項に準拠する契約を発行す

る損害保険会社および医療保険

会社ならびに再保険者にとって、

判断を伴う可能性が高くなります。 



In the Spotlight 8 
当該和訳は、英文を翻訳したものですので、和訳はあくまでも便宜的なものとして利用し、 

適宜、英文の原文を参照していただくようお願いします。 
 

割引率   

期待キャッシュ・フローは、貨幣の

時間価値および金融リスクを反映

した率で割り引かれます。使用さ

れる割引率は、保険契約のキャッ

シュ・フローと類似の特徴を有する

商品における観察可能な市場価

格と整合していなければなりませ

ん。言い換えれば、そのような割

引率は割り引かれるキャッシュ・フ

ローの特徴のみを反映していなけ

ればなりません。 

特に、使用される割引率は、多く

の場合において保険契約者が解

約できない、または解約違約金の

支払いを条件として解約できるこ

とを反映した、保険契約の流動性

の特徴を反映しなければなりませ

ん。リスク・フリーのイールド・カー

ブは、通常、流動性の高い負債性

金融商品やスワップのイールド・カ

ーブを反映します。 

IFRS第17号は、割引率を決定す

るための2つのアプローチを定め

ています。すなわち、参照資産ポ

ートフォリオに基づく「トップダウ

ン」アプローチと、リスク・フリーの

イールド・カーブに基づく「ボトムア

ップ」アプローチです。 

使用した割引率、特に観察可能な

最終点を超えて予想されるキャッ

シュ・フローの割引率には、判断が

必要となる可能性があります。ま

た、リスク・フリーのイールド・カー

ブに適用する流動性の調整の決

定、または、適切な参照ポートフォ

リオの特定、および参照資産にの

み関連する要素を除去するための

適切な調整を行う際にも、判断が

必要となります。 

保険契約を割り引くために用いら

れる割引率の決定は、契約の測

定、保険金融収益および費用、な

らびに各期に認識される保険契約

サービスから生じる利益の金額に

広く影響を及ぼします。 

割引率の決定に関連する判断

は、短期のデュレーションが短い

損害保険のみを発行する保険者

以外のすべての保険者にとって、

重大になります。 

非金融リスクに係るリスク調整   

IFRS第17号は、企業に対して非

金融リスクに係る明示的なリスク

調整を適用することを要求してい

ます。IFRS第17号はリスク調整を

決定する方法を規定していませ

ん。しかし、非金融リスクに係るリ

スク調整が示す特徴について記

述しています。 

IFRS第17号は、企業が非金融リ

スクに係るリスク調整のための適

切な見積技法を決定する際に判

断を適用しなければならないと述

べています。企業は、利用者が企

業の業績を他社の業績と比較して

評価できるような簡潔で有益な情

報を含む開示を提供するかどうか

を検討しなければなりません。 

各期の末日時点の非金融リスク

に係るリスク調整の決定は、当期

の未稼得利益および各期に認識

した純損益の金額に影響を与えま

す。 

リスク調整の決定に用いるアプロ

ーチは、リスク調整が、企業の負

担するリスクおよびそのリスクの

変化をどの程度忠実に表現する

かに影響を与えます。 
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CSMの決定方法 

CSMの導入は、IFRS第17号によって導入された最も重大な変更の1つです。CSMは、契約グループの未稼得

利益を表します。CSMの当初測定は、キャッシュ・フローの見積り、割引率、非金融リスクに係るリスク調整（上

述）によって異なります。 

CSMの事後測定   

GMMにおいて、保険者は、将来

のサービスに関連する将来キャッ

シュ・フローの見積りの変更および

将来のサービスに関連する非金

融リスクに係るリスク調整の変動

について、CSMを調整します。 

提供されるサービス、サービスの

提供期間、およびサービスの引渡

しの予想パターンを決定するため

に、判断が要求されます。 

提供されるサービスの決定および

サービスの引渡しのパターンは、

各期において保険者が認識する

利益に影響を与えます。 

これらの決定は、長期契約または

複数のサービス（例えば、保険カ

バーや投資関連サービス、または

複数の保険サービス）を提供する

契約において、特に判断を要しま

す。 

CSMの純損益への配分 

保険契約グループに対するCSM
の金額は、保険契約グループの

下で提供される保険契約サービス

を反映させるために、各期の純損

益に計上されます。保険契約サー

ビスは、保険カバー、投資関連サ

ービスまたは投資リターン・サービ

スと定義されます。IFRS第17号
は、「カバー単位の仕組み」を用い

て、どのようにその金額を決定す

るかについて述べています。 

 

4. IFRS第17号への移行 

IFRS第17号には、高いレベルの選択肢を有する複雑な移行の要求事項があります。移行の影響は、生命保険

会社にとって、適用後長期間にわたって続くこととなります。例えば、企業が完全遡及アプローチを適用すること

が実務上不可能であり、公正価値アプローチか修正遡及アプローチのいずれかを適用することを選択した場合、

選択したモデルによって、将来の利益に影響を与えることになります。 

遡及適用 

IFRS第17号は、実務上不可能である場合を除き、IFRS第17号を遡及適用することを企業に要求しています。

IFRS第17号を遡及適用するにあたり、企業は、IFRS第17号を常に適用していたかのように、各保険契約グル

ープおよび保険獲得キャッシュ・フローに係る各資産を識別、認識、測定し、かつ、IFRS第17号がずっと適用さ

れていたならば存在しないであろう既存の残高の認識の中止を行います。 

多くの企業にとって、一部の契約グループ（特に何年も前に引き受けた長期契約）について遡及適用することは

実務上不可能です。これは、必要となる過去のデータが過去の期間に収集されておらず、またその情報の再作

成が不可能な場合に、該当する可能性があります。さらに、IFRS第17号を遡及適用するために必要とされる見

積りの多くは、過去の期間に認識、測定、開示される金額の見積りにあたって、経営者の意図が過去の期間に

どのようなものであったかについて、事後的判断を使用せずに仮定を作成することは不可能です。 

企業は、測定モデルの各構成要素について、各契約グループのためにどの過去データが入手可能であるかを

検討する必要があります。また企業が、事後的判断を使用せずに遡及適用の計算を行うことができる範囲を評

価する際には、判断を適用する必要があります。 
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修正遡及アプローチ 

修正遡及アプローチは、企業のIFRS第17号の遡及適用を妨げているいくつかの課題に対処することにより、遡

及適用に近似するように修正が許容されたアプローチです。修正には以下の内容が含まれています。 

● 本来であれば開始日または当初認識日に行われる評価を移行日に決定できる。 

● 移行時のCSMまたは損失要素を決定する際に利用可能な単純化（保険契約が直接連動有配当かそう

ではないかによって異なる）。 

● その他の包括利益に含まれる保険金融収益または費用の累積額を決定する際に利用可能な修正（この

場合、企業は、純損益に含まれる金額とその他の包括利益に含まれる金額との間で保険金融収益また

は費用の分解を選択する）。 

国際会計基準審議会（IASB）の修正遡及アプローチの目的は、保険者が過大なコストや労力をかけずに合理的

で裏付け可能な情報を用いて、遡及適用に近い値を達成するアプローチを示すことでした。したがって、修正遡

及アプローチでは、保険者は、IFRS第17号を完全に遡及して適用するために用いられるであろう情報を最大限

活用することが要求されており、特定の領域で遡及適用が実務上不可能な場合にのみ、それぞれ定められた修

正を用います。特定の領域における遡及適用が実務上不可能な場合であるかを決定するためには、判断が要

求されます。 

公正価値アプローチ 

公正価値アプローチは、移行日における保険契約の公正価値からIFRS第17号の履行キャッシュ・フローを控除

することで、移行時のCSMを決定する方法です。公正価値アプローチは、保険者が他のアプローチを適用する

ために必要なキャッシュ・フロー情報を有していない場合にのみ利用可能な唯一のアプローチです。IFRSは、長

年にわたり、企業結合またはポートフォリオの移転において保険契約の公正価値を決定することを保険者に要

求していますが、保険契約グループの公正価値を決定する際に保険業界の中でばらつきが生じる可能性があり

ます。これは、多くの保険契約について観察可能な情報が不足しており、公正価値を直接測定するために利用

できる市場取引データがかなり限られているためです。多くの企業は、可能な場合、例えば、欧州のソルベンシ

ーⅡなどの法規制上の要求事項、エンベデッド・バリュー・アプローチ、配当割引モデル、過去の取得情報、販売

または価格設定情報をどのように利用するかを検討しています。そのような既存の情報が利用できる範囲を評

価し、公正価値を決定する場合に、判断を適用する必要があります。 

5. 投資家とのコミュニケーション 

IFRS第17号の適用には、多くの重大な判断が伴います。これらの重大な判断に関連する開示は、投資家がそ

の判断およびその影響を理解できるように、透明性を有していなければなりません。CSMの増減の調整やリスク

調整などについての開示は、これらの判断に対してより高い透明性を与えます。投資家はこのような新しい情報

になじみがなく、どのように解釈するのかわからない可能性があります。したがって、保険者は、財務諸表利用

者がIFRS第17号およびIFRS第9号の適用による新たな状況の理解を助けるために、主要なメッセージを明確

に伝えることが重要です。開示の例に関する詳しいガイダンスについては、Viewpointの「IFRS第17号の財務諸

表のひな型」（和訳はこちら）をご参照ください。 
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